
大阪市の予算について説明します。

一般会計 

１兆6,700億円 

（44.3%） 

政令等特別会計 

6,893億円 

（18.3%） 

公営・準公営 

企業会計 

5,815億円 

（15.4%） 

公債費会計 

 8,317億円 

（22.0%） 

総額 

３兆7,725億円 

［対前年度］ 

△1.6％ 

 第１ 平成２５年度予算の概要 

 Ⅰ 全会計予算の状況 

◆一般会計 

 市税を主な財源とし、福

祉、教育、道路・公園の整備

など市政の基本的な施策にか

かる会計です。 

 

◆公営･準公営企業会計について 

 地下鉄、水道、病院事業など、民間企業のように

サービスを受ける方の料金を基本に運営している会計

です。 

 大阪市には５つの公営企業会計と３つの準公営企業

会計があります。 

 

《公営企業会計》    《準公営企業会計》 

 ・自動車運送事業会計  ・中央卸売市場事業会計 

  181億円        147億円 

 ・高速鉄道事業会計   ・港営事業会計 

  2,271億円       298億円 

 ・水道事業会計     ・下水道事業会計 

  910億円        1,457億円 

 ・工業用水道事業会計   

  26億円         

 ・市民病院事業会計 

  525億円 

 

◆政令等特別会計について 

 特定の収入（保険料など）によって、まかなわれて

いる事業について、一般会計と区別して経理する会計

です。 

 大阪市には10の政令等特別会計があります。 

 

・食肉市場事業会計   ・母子寡婦福祉貸付資金会計 

 22億円         5億円 

・市街地再開発事業会計 ・国民健康保険事業会計 

 203億円        3,359億円 

・駐車場事業会計    ・心身障害者扶養共済事業会計 

 14億円         5億円 

・有料道路事業会計   ・介護保険事業会計 

 5億円           2,173億円 

・土地先行取得事業会計 ・後期高齢者医療事業会計 

 827億円        280億円 

◆公債費会計 

 市債の発行や元金・利

子の支払いを一括して経

理する会計です。 

対前年度 

＋0.3% 

対前年度 

△2.5% 

対前年度 

△8.3% 

対前年度 

＋3.8% 

！はじめに！ 
 
◆予算とは？？ 

 １年間（４月から翌年３月まで）

における収入と支出の見積りのこと

です。 

 予算を見れば、１年間に大阪市に

どのような収入があり、何に使って

いるのかが分かります。 
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収入には、市税のほか国や府から交付されるお金や借入金があります。

 Ⅱ 一般会計の収入(歳入) 

市税 

6,219億円 

（37.2%） 

地方特例交付金 

20億円 

（0.1%） 

地方交付税 

450億円 

（2.7%） 

譲与税・交付金 

596億円 

（3.6%） 

国・府支出金 

4,044億円 

（24.2%） 

公債収入 

1,330億円 

（8.0%） 

その他 

4,041億円 

（24.2%） 

歳入の内訳 

１兆6,700億円 

［対前年度］ 

＋0.3％ 

《内訳》 

 ・個人市民税･･･1,338億円 

 ・法人市民税･･･1,084億円 

 ・固定資産税・都市計画税 

 ････3,204億円 

 ・その他の税･････593億円 

・公共施設整備などの市債･･･503億円 

・臨時財政対策債･･･････････827億円 

《内訳》 

 ・繰入金(基金等)･･･1,877億円 

 ・使用料・手数料‥･･615億円 

 ・諸収入など･･････1,549億円 

 

◆通常収支不足の対応のため、補て

ん財源を346億円（不用地等売却

代242億円・財政調整基金繰入金

104億円）計上しています。 

！ 公債収入って何？ ！ 

 

 

 大阪市債を買ってもらって得たお金のことを公債収

入といいます。 

 大阪市債とは、たとえば大阪市が学校や道路・公園

などの身近な公共施設の整備や、公共施設のバリアフ

リー化のためにエレベータを設置したりするのに必要

なお金の一部を、将来の世代にも負担してもらうため

に発行する債券のことです。 

 しかし、市債の発行で得た公債収入は市の借金とな

るので、将来の返済額を考慮しながら発行額を慎重に

検討しています。 

用 語 説 明 

 

◆国・府支出金 

 国や府から大阪市にわたされるお金のうち、使い道が 

 決められているお金です。 

◆譲与税・交付金 

 国や府が集めた税金の一定割合が配分されるお金です。 

◆地方交付税 

 所得税や法人税などの国税のうち、一定の割合の税金等 

 が地方公共団体の財政状況に応じて交付されるお金です。 

◆臨時財政対策債 

 国が地方交付税として交付するお金が足りない分を、 

 市が代わりに借り入れるお金です。 

◆通常収支不足 

 不用地等売却代や財政調整基金といった補てん財源を 

 除いた収支が不足していることです。 

◆財政調整基金 

 不況による大幅な税収の減や災害の発生による予期し 

 ない経費の支出などに備えて積み立てている貯金です。 
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性質別の支出では、人件費や扶助費など、性質ごとにどれだけの費用が必要となるか分かります。

人件費 

2,149億円 

（12.9%） 

扶助費 

5,161億円 

（30.9%） 

公債費 

2,397億円 

（14.4%） 

経常的施策経費 

及び管理費 

1,376億円 

（8.2%） 

特別会計 

繰出金等  

2,843億円 

（17.0%） 

投資的・ 

臨時的経費 

2,774億円 

（16.6%） 

【性 質 別】 

歳出の内訳 

１兆6,700億円 

［対前年度］ 

＋0.3％ 

性質別 
 

用 語 説 明 
 

◆人件費 

 職員の給料や退職金などの費用です。 

◆扶助費 

 生活保護など、主に福祉・保健・医療に必要 

 な費用です。 

◆公債費 

 市債の元金や利子の支払いに必要な費用です。 

◆経常的施策経費及び管理費 

 区民センターなど市民利用施設の管理運営や 

 事務経費に必要な費用です。 

◆特別会計繰出金等 

 一般会計から、政令等特別会計などに対して 

 支出する費用です。 

◆投資的・臨時的経費 

 区民センターなど市民利用施設や学校・道路 

 などの整備に必要な費用です。 

福祉費 

5,204億円 

（31.2%） 

こども青少年費 

1,658億円 

（9.9%） 経済戦略費 

1,579億円 

（9.4%） 

建設費 

901億円 

（5.4%） 

教育費 

814億円 

（4.9%） 

都市整備費 

711億円 

（4.3%） 

総務費 

831億円 

（5.0%） 

公債費 

2,397億円 

（14.3%） 

その他 

1,050億円 

（6.3%） 

【目 的 別】 

歳出の内訳 

１兆6,700億円 

［対前年度］ 

＋0.3％ 

 
用 語 説 明 

 

◆福祉費 

 高齢者や障がい者の保健福祉や生活保護などに必 

 要な費用です。 

◆こども青少年費 

 子育て支援や母子等の保健福祉などに必要な費用 

 です。 

◆経済戦略費 

 観光、産業経済、文化･スポーツ振興などに必要 

 な費用です。 

◆建設費 

 道路･橋梁･公園･河川等の整備などに必要な費用 

 です。 

◆教育費 

 学校や図書館の運営などに必要な費用です。 

◆都市整備費 

 市営住宅の建設･管理などに必要な費用です。 

目的別 

 Ⅲ 一般会計の支出(歳出) 

目的別の支出では、福祉や子育てなど、目的ごとにどれだけの費用が必要となるか分かります。 

内　　訳 構成比
環境費 383 億円 2.3%
消防費 379 億円 2.3%
健康費 356 億円 2.1%
公営企業費 169 億円 1.0%
港湾費 132 億円 0.8%
都市計画費 107 億円 0.6%
議会費 29 億円 0.2%

予算額
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一般会計の予算を市民一人あたりに換算すると約62万円となります。

市民生活の向上や地域経済の活性化などいろいろな施策に取り組んでいます。

※市民一人あたりの予算額は、千円単位の一般会計予算額と平成25年３月１日現在の本市推計人口
（2,677,780人）を用いて算定しています。

 Ⅳ 市民一人あたりにすると？？ 

1,050億円(39,194円) 

2,397億円(89,520円) 

831億円(31,032円) 

29億円(1,088円) 

107億円(3,993円) 

132億円(4,909円)  

169億円(6,322円) 

356億円(13,291円) 

379億円(14,160円)  

383億円(14,305円)  

711億円(26,540円)  

814億円(30,405円)  

901億円(33,658円)  

1,579億円(58,968円) 

1,658億円(61,910円)  

5,204億円 

(194,338円) 

その他  

市債の元金及び利子支払に 

  

行政の運営に 

  

議会の運営に 

  

統計調査や建築指導などに 

  

港の整備・運営などに 

  

地下鉄事業などに 

  

保健衛生（予防接種など）に 

  

火災予防や消火・救助・救急活動などに 

  

環境対策やごみの収集・焼却・埋立などに 

  

市営住宅の建設・管理などに 

  

学校や図書館の運営などに 

  

道路・橋梁・公園・河川等の整備などに 

  

観光、産業経済、文化・スポーツ振興などに 

  

子育て支援や母子等の保健福祉などに 

  

高齢者や障がい者の保健福祉や生活保護などに 

  

支出の内訳（目的別） 

◆一般会計予算額     ◆市民一人あたりの予算額 
 

  １兆6,700億円       623,633円 

※( )は市民一人あたりの予算額 

換算 

（福祉費） 

（こども青少年費） 

（経済戦略費） 

（建設費） 

（教育費） 

（都市整備費） 

（環境費） 

（消防費） 

（健康費） 

（公営企業費） 

（港湾費） 

（都市計画費） 

（議会費） 

（総務費） 

（公債費） 
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平成25年度予算では、活力ある大阪の実現に向けた次のような政策を進めます。

大阪市 指定都市 

 Ⅴ 主な事業と施策 

  

 現役世代への重点投資 ～こども・教育・雇用～ 
  社会を支える現役世代が十分に力を発揮できる環境をつくります 

●待機児童対策 
・認可保育所等の整備の促進…入所枠1,920人分増 

  → 30億2,600万円 

・保育ママ事業の拡充→利用枠690人分確保など 

  → 9億2,000万円              など 

●塾代助成事業 
 市立中学校の就学援助被認定者などを対象に、学習塾や文

化・スポーツ教室での学校外教育に利用できる「バウ

チャー」（クーポン券など）を全区で交付（12月利用開始

予定） 

 → ９億8,400万円 

●学校活性化推進事業 
 小学校低学年からの音声指導をはじめとする英語教

育の強化など 

 → 11億500万円 

●中学校給食の実施 
 ９月以降、給食実施を市内全128校に拡大し、合わせて

就学援助を適用 

 → 14億6,200万円 

●就労支援と雇用の確保 
・ハローワークとの一体運営によるきめ細かい就労支援 

  → １億3,700万円 

・39歳以下の若年求職者に対する就職支援 

  → ５億700万円 

・55歳以下の特に支援が必要な人に対する就職支援 

  → １億800万円 

  

 市民生活の安全・安心の確保 
  全ての人が安全に、安心して暮らせるまちをめざして 

 

●真に支援を必要とする人々のための福祉施策の再

構築 
・乳幼児から成人期まで一貫した発達障がい者支援体制の構

築 

 → 3億1,200万円 

・医療的ケアの必要な重症心身障がい児者の地域生活を支援 

 → 7,700万円 

・認知症高齢者支援の充実 

 → ２億100万円 

・入所待機者の解消に向けた特別養護老人ホームの整備など 

 → ４億9,900万円 

●こどもたちを安全・安心に生み育てることがで

きる取り組み 
・児童虐待相談件数の増加等に対応するため、一時保護

所を増設するなど、こども相談センターの機能をさらに

強化 

 → １億7,100万円 

・「妊婦健康診査」など24年度大幅拡充した事業を引き

続き実施 

 → 99億1,500万円 

●防災・減災対策 
 東日本大震災の教訓を踏まえ、「大阪市地域防災計画」

の見直しをはじめ、震災・風水害対策を推進 

 → ３億400万円               など 

  

 府・市の戦略一元化と大阪の成長への取り組み 
  高い付加価値や技術革新を生み出し、国内外から人材・資金・情報が集まる都市

魅力を備えた活力ある大阪へ 

●うめきた関連事業 
 「うめきた」にイノ

ベーション拠点「大阪

イノベーションハブ」

を開設し、新製品・新

サービスにつながるプ

ロジェクトの創出・支

援を行う「場」と「仕

組み」づくりなど 

 → ７億8,000万円 

 

●大阪都市魅力創造関連事業 
・３つの重点取り組み（水と光のまちづくりの推進、

府市の文化事業の評価・審査等を行う「大阪アーツカ

ウンシル」設置、観光振興のプロ組織「大阪観光局」

設立）を推進 

  → ３億2,700万円 

・大阪城など重点エリアのマネジメントを推進 

  → ５億4,000万円 

●おおさかスマートエネルギーセンター 
 太陽光発電普及のための、市民・事業者のマッチング

をはじめ、再生可能エネルギーの導入拡充や節電・省エ

ネなどの推進を府・市共同で支援 

 → 400万円 

 区の特性や 

 地域の実情に 

 即した施策の展開 
  区長の権限と責任による24色の総

合的な施策展開に向け、区長が編成し

た予算は平成24年度の約４倍（約50

億円→約219億円） 

●地域の自主的な取り組みを

支援 
・地域住民による自律的な地域運

営に向けた補助制度の改革 

 

・地域活動に関わる予算額 

 → 約17億円 
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